
  各県での取組から 

  今後の展望を探る 

 全国的に野生動物による被害が増え続ける一方で、狩猟者は減少の一途をたどっ

ており、野生動物管理体制の抜本的な見直しが迫られています。このような状況を

ふまえて、今年5月、野生動物対応に最も関連が深い法律とされている「鳥獣の保

護及び狩猟の適正化に関する法律（鳥獣保護法）」の改正案が可決成立し、行政主

導の対応に期待が寄せられています。 

 これまでも鳥獣保護法に関与する主体は国と都道府県であり、各都道府県単位で

作成された鳥獣保護事業計画に基づいて様々な取組が実施されています。このよう

な県としての取組をとおして、これからの野生動物管理をどのように進めていくの

か、今後の展望を探りたいと思います。 
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13:30 – 16:00 

岐阜大学 

応用生物科学部 

B棟101講義室 

• 参加無料 
• 事前申込不要 

■岐阜県での取組 
  横田隆博（岐阜県環境生活部自然環境保全課） 

プログラム 

■徳島県での取組 
  森 一生（徳島県南部総合県民局） 

■栃木県での取組 
  丸山哲也（栃木県林業センター） 

主催｜特定非営利活動法人 Wildlife Service Japan 

共催｜岐阜大学 
   岐阜大学応用生物科学部附属野生動物管理学研究センター 

【お問い合わせ】 
 特定非営利活動法人 Wildlife Service Japan 事務局  E-mail: info@npo-wsj.org 


